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第45期定時株主総会招集ご通知に際しての 
インターネット開示事項 

 
 

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

 

（2021年３月１日から2022年２月28日まで） 

 

 

 

 

 

タビオ株式会社 
 

 
連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につ

きましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（https://www.tabio.com/jp/corporate 

/news/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 

継続企業の前提に関する注記 
 該当事項はありません。 

 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 
   連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
    連結子会社の数  ３社 
    連結子会社名 

タビオ奈良株式会社 
     Tabio France S.A.S. 
     Tabio Retail S.A.S.  

 
２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  Tabio France S.A.S.、Tabio Retail S.A.S.の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
３．会計方針に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
    棚卸資産の評価基準及び評価方法 
     商品・貯蔵品 
      移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産（リース資産を除く） 
    定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
     建物        ５～50年 
     機械装置      ７～15年 
     工具、器具及び備品 ３～10年 
  ②無形固定資産（リース資産を除く） 
    ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 
  ③リース資産 
   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 
    従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度

に負担すべき金額を計上しております。 
  ③ポイント引当金 

ポイント制度において、付与したポイントの将来の利用に伴う費用発生に備
え、当連結会計年度末において、将来使用されると見込まれるポイントに対す
る所要額を計上しております。 

 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 
①退職給付に係る会計処理の方法 

   （退職給付見込額の期間帰属方法） 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
   （数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法） 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の連結会計年度か
ら費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

４．表示方法の変更に関する注記 
 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31
日）を当連結会計年度から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しており
ます。 
 

５．会計上の見積りに関する注記 
 (1) 固定資産の減損 

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 
(単位：千円) 

  
  
 
 
 
 
 
 

 当連結会計年度 

有形固定資産 2,010,596 

無形固定資産 331,340 

減 損 損 失 93,240 
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②会計上の見積りの内容に関する情報 
当グループは、減損の兆候を判定するに当たり、基本単位としてキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位である店舗を資産グループとしてグルーピング
しており、店舗ごとに減損の兆候の有無を検討しております。減損の兆候が認
められる店舗については、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・
フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判
定し、減損損失の認識が必要とされた場合には、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、減損損失として計上しております。減損損失の認識の要否の判定にお
いて使用される割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者が承認した
翌期の事業計画を基礎として、店舗ごとの固有の経済条件を主要な仮定として
織り込んで作成しておりますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動な
どによって、当初見込んでいた収益が得られず実際の営業実績が見積りと異な
った場合には、減損損失の計上に伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要
な影響を与える可能性があります。また、新型コロナウイルスの収束時期等を
予測することは困難な状況であり、今後も影響が継続するものとの仮定に基づ
き、将来キャッシュ・フローの算定を実施しております。 

 (2) 棚卸資産の評価 
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

  (単位：千円) 
  
  
 
 
  
②会計上の見積りの内容に関する情報 

当グループは、商品の評価について、正味売却価額が取得原価を下回る場合
には、取得原価を正味売却価額まで減額しております。加えて、滞留による収
益性の低下の事実を反映するために、直近の販売実績を踏まえた上で、仕入年
度から一定の期間を超える商品を滞留在庫として帳簿価額を切り下げておりま
す。滞留による収益性の低下の判断においては、直近の販売実績や滞留在庫の
判定に用いた一定の期間を主要な仮定としていますが、当該仮定は将来の不確
実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の販売実績
が見積りと異なった場合、帳簿価額の切り下げに伴い、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 (3) 繰延税金資産の回収可能性 
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

(単位：千円) 
  
  
 
 
 
②会計上の見積りの内容に関する情報 

当グループは、将来減算一時差異等に対して、将来の利益計画に基づく課税
所得及びタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断
しております。課税所得の見積りは翌期の事業計画を基礎としており、過去

 当連結会計年度 

商 品 621,080 

商 品 評 価 損 58,505 

 当連結会計年度 

繰延税金資産 113,608 

法人税等調整額 △117,453 
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（3年）及び当連結会計年度の経営成績や納税状況等を総合的に勘案し、企業
会計基準適用指針第26号による企業分類を行い、課税所得の見積可能期間を決
定し、繰延税金資産の回収可能額を算定しております。繰延税金資産の回収可
能性の検討においては、課税所得の発生見込に係る判断を主要な仮定としてい
ますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける
可能性があり、営業実績や実際に生じた時期など見積りと異なった場合には、
評価性引当額の計上または取崩に伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要
な影響を与える可能性があります。 

 
６．追加情報 
   新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り 

新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の拡大または収束を予測するこ
とは困難な状況であります。 

このような状況を踏まえ、当グループの事業を取り巻く環境は今後緩やかに回
復するものの、2023年２月期以降も同感染症の影響が継続するものとの仮定を置
き、固定資産の減損会計や棚卸資産の評価、繰延税金資産の回収可能性等の会計
上の見積りを行っております。 

 
連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額               2,334,949千円 
 
連結損益計算書に関する注記 

１．助成金収入 
助成金収入は主に新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金であります。 

 
２．法人税等還付税額 

    法人税等還付税額は欠損金の繰戻し還付によるものであります。 
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連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 6,813,880 － － 6,813,880 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 15,378 － 5,834 9,544 

（変動事由の概要） 
減少数の内訳は、譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分 5,834株であります。 

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2021年 
５月27日 

定時株主総会 
普通株式 135,970千円 20円 

2021年 
２月28日 

2021年 
５月28日 

４．当連結会計年度末日を基準日とした剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 
効力 
発生日 

2022年 
５月26日 

定時株主総会 
普通株式 204,130千円 利益剰余金  30円 

2022年 
２月28日 

2022年 
５月27日 
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金融商品に関する注記 
 １．金融商品の状況に関する事項 
  (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金
調達については銀行借入により行っております。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス
クに関しては、当社グループの与信限度管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行っております。 
 営業債務である買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、固
定金利であるため金利の変動リスクに晒されておりません。 
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グル
ープでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しており
ます。 

 
 ２．金融商品の時価等に関する事項 

(単位：千円) 

 
連結貸借
対照表計
上額 

時価 差額 

(1)現金及び預金 2,834,994 2,834,994 － 
(2)売掛金 
   貸倒引当金（※１） 

587,022 
△328 

  

  売掛金（純額） 586,694 586,694 － 
(3)差入保証金 1,103,485 1,102,823 △661 

資産計 4,525,173 4,524,511 △661 

(1)買掛金 441,873 441,873 － 
(2)電子記録債務 632,410 632,410 － 
(3)長期借入金（※２） 782,589 780,845 △1,743 

負債計 1,856,872 1,855,128 △1,743 

※１ 売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
※２ １年内返済予定の長期借入金を含めております。 

 
(注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 
ら、当該帳簿価額によっております。 

(3) 差入保証金 
差入保証金の時価については、主に将来キャッシュ・フローを、信用リ

スク等を加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。 
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負 債 
(1) 買掛金、(2) 電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。 

(3) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。） 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
 

 ３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 220,589 222,486 222,505 71,147 21,206 24,654 

 
賃貸等不動産に関する注記 
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額                      586円41銭 
 １株当たり当期純利益                      27円04銭 

 
重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
 

継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式………移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
商品・貯蔵品………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法） 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物          ５～50年 
工具、器具及び備品   ３～10年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年） 

に基づく定額法によっております。 
(3) リース資産 
  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  
３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度に負担
すべき金額を計上しております。 
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(3) ポイント引当金 
 ポイント制度において、付与したポイントの将来の利用に伴う費用発生に備え、
当事業年度末において、将来使用されると見込まれるポイントに対する所要額を
計上しております。 

(4) 退職給付引当金   
（退職給付見込額の期間帰属方法） 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法） 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の事業年度から費用処
理することとしております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしております。 

 
４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 

５．表示方法の変更に関する注記 
 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。 
 

６．会計上の見積りに関する注記 
(1) 固定資産の減損 

①当事業年度の計算書類に計上した金額 
(単位：千円) 

  
  
 
 
 
 
②会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。 
(2) 棚卸資産の評価 

①当事業年度の計算書類に計上した金額 
 (単位：千円) 

 
 
 
 

 当 事 業 年 度 

有形固定資産 1,266,136 

無形固定資産 264,633 

減 損 損 失 93,240 

 当 事 業 年 度 

商 品 612,278 

商 品 評 価 損 58,229 
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②会計上の見積りの内容に関する情報 
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。 

(3) 繰延税金資産の回収可能性 
①当事業年度の計算書類に計上した金額 

 (単位：千円) 
 
  
 
 
 
②会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。 
        

７．追加情報 
新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り 
新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の拡大または収束を予測する

ことは困難な状況であります。 
このような状況を踏まえ、当社の事業を取り巻く環境は今後緩やかに回復する

ものの、2023年２月期以降も同感染症の影響が継続するものとの仮定を置き、固
定資産の減損会計や棚卸資産の評価、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見
積りを行っております。 

 
貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額                   1,287,084千円 
 
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権                             37,246千円 
長期金銭債権                              3,551千円 
短期金銭債務                             34,413千円 
                                

損益計算書に関する注記 
１．関係会社との取引高 

 売上高                                        30,098千円 
 売上原価 453千円 
  販売費及び一般管理費                         542,387千円 
 営業取引以外の取引高                          39,384千円 

 
２．助成金収入 

助成金収入は主に新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金であります。 

 当 事 業 年 度 

繰延税金資産 117,011 

法人税等調整額 △117,011 
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株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 15,378 ― 5,834 9,544 

（変動事由の概要） 
減少数の内訳は、譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分 5,834株であります。 
 

税効果会計に関する注記 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

繰延税金資産  

 繰越欠損金 206,534千円 

 賞与引当金否認 31,001千円 

 未払事業税否認 10,036千円 

 棚卸資産評価減否認 17,854千円 

 退職給付引当金否認 82,785千円 

 減価償却超過額 339千円 

 関係会社株式評価損 43,451千円 

 減損損失 89,287千円 

 ポイント引当金 8,663千円 

 資産除去債務 87,710千円 

 その他 27,250千円 

繰延税金資産小計 604,915千円 

評価性引当額 △486,008千円 

繰延税金資産合計 118,906千円 

繰延税金負債  

 
資産除去債務に対応する 

除去費用 
△1,894千円 

繰延税金負債合計 △1,894千円 

繰延税金資産の純額 117,011千円 
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関連当事者との取引に関する注記 
１．親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 
 

２．子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の 
所有割合 

関係内容 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上の関係 

子会社 
タビオ奈良 
株式会社 

(所有) 
直接

100.00% 
兼任3名 

商品の保管・
出庫・検査・

検品業務 

貸付金の回収 30,000 

関係会社 
短期貸付金 

30,000 

関係会社 
長期貸付金 

5,000 

利息の受取 
（注1） 

496 ― ― 

土地の賃貸 
（注2） 

37,824 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1)  貸付金利は、当社が提示した利率を基礎として交渉の上決定しております。 

(注2) 土地の賃貸料については、交渉の上決定しております。 

 

３．兄弟会社等 
該当事項はありません。 

 
４．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 
 

１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額                       505円01銭 
 １株当たり当期純利益                       36円72銭 

 
重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


